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市 有 財 産 売 買 契 約 書（案） 

 

 

 京都市（以下「甲」という。）と          （以下「乙」とい

う。）とは、次の条項により市有財産の売買契約を締結する。 

 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならな

い。 

 

（売買物件）  

第２条  甲は、別表に掲げる市有財産（以下「売買物件」という。）を

現状有姿のまま乙に売り渡し、乙は、これを買い受けるものとする。  

 

（売買代金）  

第３条  売買代金は、金       円 (土地代金      円、建物  

代金１円 )とする。  

 

（契約保証金）     

第４条 乙は、契約保証金として、売買代金の１００分の１０(円未満切

上 げ )に 相 当 す る 金 額 を 、 甲 が 発 行 す る 納 入 通 知 書 に よ り 本 契 約 締 結

と同日に、甲に支払わなければならない。  

２  前項の契約保証金は、第２０条に定める損害賠償金の予定又はその

一部と解釈しない。  

３  第１項の契約保証金には、利子を付さない。なお、契約保証金の支

払いに関する手数料は乙の負担とする。  

４  売 買 代 金 の 全 額 を 本契約締結日に 一 括 で 支 払 う 場 合 は 、 契 約 保 証 金

の支払いを免除する。  

 

（売買代金の支払） 

第５条 乙は、本契約締結後１４日以内に、第３条の売買代金から前条の契約

保証金を差し引いた金額を、甲が発行する納入通知書により、甲に支払わな

ければならない。なお、売買代金の支払いに関する手数料は乙の負担とする。 

２ 甲は、乙が前項の規定により売買代金を支払ったときは、前条の契約保証

金を第３条の売買代金に充当するものとする。 

３ 乙が、本契約締結後、第１項に規定する期日までに売買代金を支払わない

ときは、その契約を無効とする。この場合、前条第１項の契約保証金は、何

らの手続きを要せず、甲に帰属するものとする。 

 

（延滞料）  

第６条 乙 は 、売 買 代 金の 支 払 を 遅延 し た とき は 、 支 払期 限 の 翌日 か ら

支 払 っ た 日 ま で の 期 間 の 日 数 に 応 じ 、 売 買 代 金 の 額 （ 1,000円 未 満 の

端 数 が あ る と き 、 又 は そ の 売 買 代 金 の 全 額 が 2,000円 未 満 で あ る と き

は、その端数金額又はその全額を切り捨てる。）に年 14.6パーセント

（別紙３） 
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（ 納 期 限 の 翌 日 か ら １ 月 を 経 過 す る 日 ま で の 期 間 に つ い て は 、 年 7.3

パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞料（計算し

た延滞料の額に 100円未満の端数があるとき、又はその全額が 1,000円

未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。）を支

払わなければならない。  

２  前項の規定にかかわらず、当分の間、延滞料の年 14.6パーセントの

割 合 及 び 年 7.3パ ー セ ン ト の 割 合 は 、 各 年 の 特 例 基 準 割 合 （ 当 該 年 の

前年に租税特別措置法第 93条第２項の規定により告示された割合に年

１ パ ー セ ン ト の 割 合 を 加 算 し た 割 合 ） が 年 7.3パ ー セ ン ト の 割 合 に 満

たない場合には、その年中においては、年 14.6パーセントの割合にあ

っては特例基準割合に年 7.3パーセントの割合を加算した割合、年 7.3

パーセントの割合にあっては当該特例基準割合に年１パーセントの割

合 を 加 算 し た 割 合 （ 当 該 加 算 し た 割 合 が 年 7.3パ ー セ ン ト の 割 合 を 超

える場合には、年7.3パーセントの割合）とする。  

３  前２項における年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、

365日当たりの割合とする。  

 

（所有権の移転及び売買物件の引渡し） 

第７条 売買物件の所有権は、乙が売買代金全額の支払を完了したときに乙に

移転するものとする。 

２ 売買物件は、前項の規定により所有権が移転したときに、甲から乙に引渡

しがあったものとする。 

 

（所有権移転等の登記） 

第８条 乙は、前条第１項の規定により売買物件の所有権が移転した後、速や

かに登記嘱託請求書及び登録免許税相当額の現金領収証書等の所有権移転登

記及び買戻特約登記に要する書類を甲に提出し、これらの登記を甲に請求す

るものとする。 

２ 甲は、乙から前項の登記の請求があった後、速やかに所有権移転登記及び

買戻特約登記を嘱託するものとする。 

３ 前項の登記に要する費用は、乙の負担とする。 

 

（甲による施設の所有並びに区分地上権設定契約の締結及び設定登記）  

第 ９ 条  甲 は 、 売 買 物 件 内 に 設 置 さ れ て い る 防 火 水 槽 及 び 標 識 を 所 有 す

るものとする。事前に甲（担当：消防局警防部警防課）の同意を得た

うえで、乙の負担により現在設置されている防火水槽及び標識を撤去

し、売買物件内で新たに同等の防火水槽及び標識を設置する場合は、

これを現在設置されている防火水槽及び標識に替えることができる。  

２  乙 は 、 本 契 約 締 結 後 速 や か に 、 売 買 物 件 の 所 有 権 が 移 転 し た 日 を 契

約締結日とする無償の土地使用貸借契約を甲と締結するものとする。  

３  乙 は 、 活 用 計 画 に お け る 建 物 等 の 配 置 が 確 定 し た 後 、 速 や か に 第 １

項の防火水槽の設置範囲に合わせた分筆及び分筆登記を乙の負担で行

い、前項の土地使用貸借契約に代わり、甲が当該防火水槽を所有し、

使用することを目的とする、区分地上権設定契約を甲と締結しなけれ

ばならない。  
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４  甲 は 、 前 項 の 区 分 地 上 権 設 定 契 約 に 基 づ き 、 区 分 地 上 権 の 設 定 登 記

を嘱託するものとする。  

５  売 買 物 件 に 係 る 公 租 公 課 に つ い て 、 区 分 地 上 権 の 設 定 範 囲 に 関 わ ら

ず、乙の負担とする。  

６  前項の登記に要する費用は、甲の負担とする。  

 

（防火水槽に係る特約）  

第 １ ０ 条  乙 は 、 防 火 水 槽 の 維 持 管 理 に 支 障 と な る 建 物 及 び 工 作 物 を 設

置しないものとする。  

２  乙 は 、 防 火 水 槽 の 設 置 箇 所 に 建 物 、 工 作 物 そ の 他 の 物 件 を 設 置 す る

場合には、その設計及び工法について、甲（担当：消防局警防部警防

課）と事前に協議するものとする。  

３  乙は、乙以外の者に対しても、防火水槽の維持管理に支障となる建

物及び工作物を設置させてはならない。  

４  乙は、前項の場合を除き、乙以外の者が防火水槽の設置箇所に建物、

工作物その他の物件を設置する場合には、その者をして、その設計及

び工法について、甲（担当：消防局警防部警防課）と事前に協議させ

るものとする。  

５  甲 は 、 防 火 水 槽 の 維 持 管 理 上 、 必 要 最 小 限 の 範 囲 及 び 期 間 に 限 り 、

防火水槽の設置箇所に立ち入り又は使用できるものとし、乙はこれを

無償で認容するものとする。  

６  前 項 の 規 定 に 基 づ き 甲 が 防 火 水 槽 の 設 置 箇 所 に 立 ち 入 る 又 は 使 用 す

る場合には、乙に事前に通知するものとする。ただし、緊急の理由に

よる場合は、この限りではない。  

 

（契約不適合責任についての特約） 

第１１条 乙は、この契約の締結後、売買物件に、種類、品質又は数量に関し

て契約の内容に適合しないもの（甲が知りながら乙に告げなかった事実によ

るものを除く。）があるときにおいても、履行の追完の請求、売買代金の減

額の請求、損害賠償の請求及び契約の解除をすることができない。 

 

（危険負担） 

第１２条 この契約締結の日から売買物件の引渡しの日までにおいて、甲の責

めに帰することのできない事由により、売買物件に滅失、き損等の損害を生

じたときは、その損害は、乙が負担するものとする。 

 

（利用制限） 

第１３条 乙 は 、 所 有 権 が 移 転 し た 日 か ら 起 算 し て １ ０ 年 間 、 売 買 物 件

を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第２号に規定する暴力団又は法律の規定に基づき公の

秩序等を害するおそれのある団体等であることが指定されているもの

の事務所その他これに類するものの用に供し、又はこれらの用に供さ

れることを知りながら、売買物件の所有権を第三者に移転し、若しく

は売買物件を第三者に貸してはならない。  

２ 乙は、元向 島中 学校の跡地活 用に係る契約候補事業者選定のための募集

要項に基づき、申込み時に提出した活用計画を速やかに実施し、所有権が移
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転した日から起算して１０年間、売買物件を当該活用計画に基づいた利用に

供さなければならない。 

３ 乙は、やむを得ない事情により、前項の活用計画の内容を変更しようとす

るときは、あらかじめ変更を必要とする理由を付して書面により甲に申請し、

協議のうえ、その承認を受けなければならない。 

 

（権利の移転又は設定の制限） 

第１４条 乙は、所有権が移転した日から起算して１０年間、売買物件につい

て次の各号に掲げる行為をしてはならない。ただし、あらかじめ当該行為を

必要とする理由を付して書面により甲に申請し、協議のうえ、その承諾を得

たときは、この限りでない。 

 (1) 所有権の移転 

(2) 地上権、質権、賃借権その他の使用又は収益を目的とする権利（以下

「使用収益権」という。）の設定 

２ 前項の規定は、次の各号に掲げるところにより所有権が移転し、又は使用

収益権が設定される場合には適用しない。 

 (1) 滞納処分、強制執行又は競売 

 (2) 土地収用法その他の法律の規定に基づく収用又は使用 

 

（実地調査等） 

第１５条 甲は、第１３条及び前条に規定する乙の義務に関する履行状況を把

握するため、甲が必要と認めるときは実地調査を行うことができる。 

２ 乙は、甲から要求があるときは、売買物件について利用状況の事実を証す

る登記事項証明書その他の資料を添えて売買物件の利用状況等を甲に報告し

なければならない。 

３ 乙は、正当な理由なく第１項の実地調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、

又は前項の規定による報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。 

 

（違約金） 

第１６条 乙は、次の各号に規定する事由が生じたときは、それぞれ各号に規

定する金額を違約金として甲に支払わなければならない。 

(1) 乙が前条第２項又は第３項に規定する義務に違反したときは、金【売買

代金の１００分の１０に相当する額】円 

(2) 乙が第１３条又は第１４条に規定する義務に違反したときは、金【売買

代金の１００分の３０に相当する額】円 

２ 前項の違約金は、第２０条に規定する損害賠償額の予定又はその一部とは

解釈しない。 

 

（買戻しの特約） 

第１７条 甲は、乙が第１３条第２項若しくは第３項又は第１４条の規定に違

反したときは、売買物件を買い戻すことができる。  

２ 前項の規定により、買戻しをすることができる期間は、所有権の移転の日

から起算して１０年間とする。  

３ 甲は、第１項の規定により売買物件を買い戻すときは、売買代金を乙又は

転得者に返還し、契約費用は返還しないものとする。この場合において、当

該売買代金には、利息を付さないものとする。  
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４ 第１９条から第２２条までの規定は、第１項の規定により買戻しを行った

場合に準用する。  

５ 第１項の規定による買戻しの特約は、登記により設定するものとする。 

 

（契約の解除） 

第１８条 甲は、乙がこの契約の条項に違反したときは、この契約を解除する

ことができる。 

 

（原状回復） 

第１９条 乙は、前条の規定によりこの契約が解除されたときは、甲が指定す

る期間内に自己の費用で売買物件を原状に回復して（契約締結後に乙が建築

した建物、構築物等があるときは全て除去して）返還しなければならない。

ただし、甲が原状回復の必要がないと認めるときは、この限りでない。 

２ 乙は，前項ただし書の場合において，売買物件が滅失し，又はき損してい

るときは，その損害に相当する金額を甲に支払わなければならない。  

３ 乙は、第１項の規定により売買物件を甲に返還するときは、甲の指定する

期日までに、売買物件の所有権移転登記に要する書類を甲に提出しなければ

ならない。  

 

（損害賠償） 

第２０条 第１８条の規定によりこの契約が解除され、又は乙が前条に規定す

る義務を履行しないため甲に損害が生じたときは、乙は、その損害に相当す

る金額を損害賠償金として甲に支払わなければならない。 

 

（返還金） 

第２１条 甲は、第１８条の規定によりこの契約を解除したときは、支払済み

の売買代金を乙に返還するものとする。ただし、乙が第１６条に規定する違

約金又は前条に規定する損害賠償金を甲に支払うべき義務があるときは、返

還する売買代金と対等額で相殺することができる。なお、甲が乙に対して相

殺の意思表示を行う場合、甲は相殺の順序を指定することができるものとす

る。  

２ 前項の返還金には、利息を付さない。 

 

（必要費等の補償） 

第２２条 乙は、第１８条の規定によりこの契約が解除された場合において、

売買物件に関し必要費又は有益費その他一切の費用を支出した場合であって

も、その補償を甲に請求することができない。 

 

（契約の費用） 

第２３条 この締結に要する費用は、乙の負担とする。 

 

(仮契約) 

第２４条 この契約は仮契約とし、甲及び乙は、甲の地方自治法第９６条第１

項第８号による議会の議決があったときは、本契約を締結するものとする。 

２ 前項の本契約は、甲が、同項の議会の議決があった旨を乙に通知する日か

ら５日以内までの、甲が定める日に、成立するものとする。 
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３ この契約書は、京都市契約事務規則第１８条第２項に規定する仮契約書と

し、前項に定める日に、本契約書になるものとする。 

４ 甲の議会の議決が得られなかった場合においても、乙は、甲に対し、損害

賠償の請求その他一切の請求を行わないものとする。 

 

（法令等の規制の遵守） 

第２５条 乙は、売買物件に係る法令等の規制を熟知のうえ、この契約を締結

したものであることを確認し、売買物件を利用するに当たっては、当該法令

等を遵守するものとする。 

 

（管轄裁判所） 

第２６条 この契約から生じる一切の訴訟については、甲の事務所の所在地を

管轄する地方裁判所をもって管轄裁判所とする。 

 

（疑義等の決定） 

第２７条 この契約に関し疑義のあるとき、又はこの契約に定めのない事項に

ついては、甲乙協議のうえ定めるものとする。 

 

 この契約の締結を証するため、本書を２通作成し、甲乙記名押印のうえ、各

自その１通を保有する。 

 

   令和   年   月   日 

 

       甲  京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８番地 

 

          京 都 市 

 

          代 表 者  京都市長   門  川  大  作 

 

       乙  住   所 

 

          氏   名 
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１ 土地 

【土地の表示】 

 所在 京都市伏見区向島二ノ丸町 

地番 １５１番５５ 

地目 学校用地 

地積  (公簿)１６，０２４㎡ 

   (実測)１６，０２４．１９㎡  

※  土地の表示は、登記されている事項とする。 

※  防火水槽及び標識を除き、上記土地に内在する構造物等

一切のものを含む。 

２  建物 

【建物の表示】 

（主である建物） 

所   在  京都市伏見区向島二ノ丸町１５１番５５ 

家屋番号 １５１番５５ 

種   類  校舎 

 構   造  鉄筋コンクリート造陸屋根４階建 

 床  面  積  １階 ７６７．６８㎡ 

２階 ７１７．９０㎡ 

３階 ７１７．９０㎡ 

４階 ７１７．９０㎡ 

 建  築  年  昭和 ５４ 年 月 日不 詳 新 築、 平 成 ２１ 年 月 日不 詳

増築 

 

（附属建物） 

 符号１ 

種   類  校舎 

 構   造  鉄筋コンクリート造陸屋根４階建 

 床  面  積  １階 ８２７．２０㎡ 

２階 ８８１．６０㎡ 

３階 ８８１．６０㎡ 

４階 ８６９．６０㎡ 

 建  築  年  昭和５５年月日不詳新築、増築、昭和５６年 

月日不詳増築 

 

 符号２ 

種   類  体育館 

 構   造  鉄骨鉄筋コンクリート造亜鉛メッキ鋼板ぶき 

平家建 

 床  面  積  ８００．００㎡ 

 建  築  年  昭和５５年月日不詳新築 
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【建物の表示】 

符号３ 

種   類  倉庫 

構   造  鉄骨造亜鉛メッキ鋼板ぶき平家建 

 床  面  積  ５８．６８㎡ 

 建  築  年  昭和５６年月日不詳新築 

 

符号４  

 種   類  倉庫 

 構   造  コンクリートブロック造亜鉛メッキ鋼板ぶき 

平家建 

床 面 積  １７．５０㎡ 

建 築 年  昭和５８年月日不詳新築 

 

 符号５ 

 種   類  倉庫 

 構   造  コンクリートブロック造亜鉛メッキ鋼板ぶき 

平家建 

床 面 積  ２７．９２㎡ 

建 築 年  昭和５６年月日不詳新築 

 

 符号６  

 種   類  倉庫 

 構   造  コンクリートブロック造亜鉛メッキ鋼板ぶき 

平家建 

床 面 積  ２７．５６㎡ 

建 築 年  昭和６２年月日不詳新築 

 

 符号７  

 種   類  ポンプ室 

 構   造  鉄筋コンクリート造陸屋根平家建 

 床  面  積  １７．５０㎡  

建  築  年  年月日不詳新築 

 

 

 


